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●損益状況と不良債権処理額の推移
平成22年9月期 平成23年9月期 平成24年9月期

119

66

458

202

454

349

415

79

219

148

426

△68

（単位：百万円）

経 常 利 益

中 間 純 利 益

コア業務純益

総 与 信 費 用

　経常収益は、前中間期に計上した貸倒引当金戻入益がなくなり、前年同期比1
千8百万円減少し28億3千6百万円となりました。
　経常費用は、貸倒引当金繰入や保有株式の減損処理が大きかったことなどか
ら前年同期比8千1百万円増加し、27億1千6百万円となりました。
　この結果、経常利益は前年同期比1億円減少し1億1千9百万円となり、中間純
利益は前年同期比8千2百万円減少し6千6百万円となりました。

●自己資本比率の推移
平成22年9月期 平成23年9月期 平成24年9月期

9.028.39 9.09

（単位：％）

自己資本比率

＊自己資本比率とは、総資産に対する自己資本（資本金や引当金等）の割合を示すもの
　で、金融機関の財務の健全性を判断する重要な指標となっています。海外に営業拠点
　のある銀行は8％以上（国際統一基準）、当行のように海外に営業拠点を持たない銀
　行は4％以上（国内基準）を維持することが義務づけられています。

■ 備考：記載金額、比率は、単位未満を切り捨てて表示しております。

●預金及び預り資産、貸出金の残高の推移
平成22年9月期 平成23年9月期 平成24年9月期

212,578

41,117

161,653

131,759

218,921

38,673

165,356

130,984

216,495

39,471

158,038

128,803

（単位：百万円）

預 金

預 り 資 産

貸 出 金

佐賀県内への貸出金

※総与信費用 =不良債権処理額 +一般貸倒引当金繰入額
※コア業務純益 =業務純益 +一般貸倒引当金繰入額 -国債等債券損益

　平成24年9月末の金融再生法開示債権残高及び金融再生法開示債権比率は、
経営支援・事業再生支援等のコンサルティング機能の発揮に努めた結果、前年同
期に比べ減少しました。
　当行は、「地域と共に栄える」ことを基本理念としており、地域経済への貢献に重
点を置いて、取引先企業の経営改善及び再生支援に注力するとともに、不良債権
の圧縮に努めてまいります。

●不良債権（金融再生法開示債権）の推移

●金融再生法に基づく開示基準による資産内容

平成22年9月期 平成23年9月期 平成24年9月期

12,752

7.85％

14,495

8.72％

13,933

8.77％

（単位：百万円）

（単位：百万円）

金融再生法開示債権残高

金融再生法開示債権比率

4,793

6,799

1,159

12,752

1,554

5,154

437

7,146

3,239

1,130

216

4,586

4,793

6,285

653

11,732

100.00%

92.43%

56.41%

92.00%

平成24年9月末

債権残高
A

担保等による
保全額 B

貸倒引当金
C

保全額
D=B＋C

保全率（%）
D／A

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

危 険 債 権

要 管 理 債 権

合 計

金融再生法に基づく開示基準の概要
◆総与信…貸出金、外国為替、支払承諾見返、未収利息、仮払金、貸付有価証券

◇破産更生債権及びこれらに準ずる債権……経営が破綻した取引先への債権

◇危険債権………経営状態が悪化し、経営は破綻していないまでも約定どおりに返済で

　　　　　　　　きない可能性が高い取引先への債権

◇要管理債権……元金または利息の支払が3ヵ月以上遅れている貸出金と、貸出条件を

　　　　　　　　緩和している債権（上記2債権を除く）

●総与信に占める金融再生法開示債権の残高と比率

総与信
162,402

正常債権
149,649（92.14%）

（単位：百万円）

金融再生法開示債権
12,752（7.85%）

　預金は、法人預金は増加したものの、個人預金や地方公共団体の預金が減少
したことにより前年同期比39億1千6百万円減少し、2,125億7千8百万円とな
りました。
　預り資産は、前年同期比16億4千5百万円増加し、411億1千7百万円となりま
した。
　貸出金は、不動産業・物品賃貸業への貸出が増加したことにより前年同期比
36億1千4百万円増加し、1,616億5千3百万円となりました。
　佐賀県内への貸出金は1,317億5千9百万円となり、貸出金の81.5％が地元
向け貸出金となっています。

　平成24年9月期における自己資本比率は9.02％となりました。
　自己資本比率は国内基準で必要とされている4％を大幅に上回る水準を長年
に亘り維持しており、経営の健全性は高く、安心してお取引いただける水準にあ
ります。
　当行は今後とも財務基盤の強化に努めてまいります。

1. 収益の状況 4. 不良債権の状況

2. 預金・預り資産、貸出金の状況

3. 自己資本比率の状況
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（単位：百万円）（平成24年9月30日現在）
■中間貸借対照表

（平成24年4月1日～平成24年9月30日）
■中間損益計算書

13,957

7

50,604

161,653

465

4,136

92

1,161

608

△5,662

227,023

212,578

1,225

800

530

67

681

180

89

496

608

217,258

2,679

1,259

1,259

5,587

691

4,895

4,367

528

△52

9,474

△439

731

291

9,765

227,023

科　　目 平成24年9月期

【資産の部】

現 金 預 け 金

商 品 有 価 証 券

有 価 証 券

貸 出 金

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

資 産 の 部 合 計

【負債の部】

預 金

借 用 金

社 債

そ の 他 負 債

賞 与 引 当 金

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

睡眠預金払戻損失引当金

再評価に係る繰延税金負債

支 払 承 諾

負 債 の 部 合 計

【純資産の部】

資 本 金

資 本 剰 余 金

　資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

　利 益 準 備 金

　その他利益剰余金

　　別 途 積 立 金

　　繰越利益剰余金

自 己 株 式

株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

土地再評価差額金

評価・換算差額等合計
純資産の部合計

負債及び純資産の部合計

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

貸 出 金 利 息

有価証券利息配当金

役務取引等収益

その他業務収益

その他経常収益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

　 　 預 金 利 息

役務取引等費用

その他業務費用

営 業 経 費

その他経常費用

経 常 利 益

特 別 損 失

税引前中間純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

中 間 純 利 益

（単位：百万円）

2,836

2,376

1,952

415

303

96

60

2,716

97

86

234

0

1,943

441

119

0

119

6

46

52

66

「貸出金」、「有価証券」

など、資金の運用や保

有財産の状況を示して

います。

★資産の部とは？
銀行の通常業務で発生

する収益を表したもの

で、一般企業の「売上高」

にあたります。

★経常収益とは？

銀行の通常業務で発生

する費用を表したもの

です。

★経常費用とは？

銀行の通常業務での利

益を表したもので、経常

収益から経常費用を控

除した利益のことです。

★経常利益とは？

経常利益から特別損益

及び税金費用を考慮し

て算出したもので、銀

行が上半期中に得た利

益となります。

★中間純利益とは？

「預金」、「賞与引当金」

などの資金の調達や引

当金の状況を示してい

ます。

★負債の部とは？

株主の皆さまから出資

いただいている「資本

金」、これまで蓄えてま

いりました「利益剰余

金」等を示しています。

★純資産の部とは？

企業の財政状況を表したものです。
「資産の部」で資金をどのように
運用しているのかを表し、「負債
の部」、「純資産の部」で資金を
どのように調達したかを表してい
ます。

★貸借対照表とは?

企業の経営成績を表したものです。
営業活動の結果、どのようにして利
益をあげたものかを表しています。

★損益計算書とは?
科　　目 平成24年9月期

■備考：記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。 ■備考：記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。

5. 財務諸表
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　平成21年12月4日に施行された「中小企業者等に対する金融の円滑化を図
るための臨時措置に関する法律（金融円滑化法）」において、金融機関は、業務の
健全かつ適切な運営の確保に留意しつつ、中小企業者及び住宅ローンをご利用
のお客さまから返済条件の変更等のお申し込みがあった場合には、お客さまの
事業の改善又は再生の可能性や財産・収入の状況を勘案しつつ、できる限り、必
要な対応をとるよう努めることなどとされました。
　当行は、金融円滑化法の趣旨を踏まえ、「金融円滑化の基本方針」を定めると
ともに、お客さまからの返済条件変更等のお申込みに対して適切な対応に努め、
地域金融機関としての役割を果たしてまいります。

　当行の業務の健全かつ適切な運営の確保に留意しつつ、中小企業者及び住宅
ローンをご利用のお客さまから返済条件変更等のお申込みがあった場合には、
金融円滑化法の趣旨に則り、適時適切に対応してまいります。 　取締役会は、適切なリスク管理の下、適切かつ積極的にリスクテイクを行い、

取引先に対する経営相談・経営指導及び経営改善支援に向けた取組みを経営の
課題と位置づけ、金融円滑化を推進するための「金融円滑化の基本方針」を組織
全体に周知し、必要に応じて見直しを行い、改善を図ってまいります。　中小企業者のお客さまから返済条件変更等のお申込みをいただいた場合に

は、お申込みに至った背景・事情、業況等を踏まえた条件変更の必要性、将来に
わたる事業の改善もしくは再生の可能性、その他の状況を勘案しつつ、できる限
り、返済条件変更等に向けた取組みに努めます。

■金融円滑化の基本方針（一部抜粋）

■金融円滑化に係る体制（一部抜粋）●基本的な対応方針

●取締役会の役割

　金融円滑化に関係する本部部長等からなる金融円滑化推進委員会を設置し
ています。
　金融円滑化推進委員会は、金融円滑化管理に関する取組状況の把握や態勢整
備など必要な施策の策定を行い、適時適切に取組状況等を取締役会へ報告します。

●金融円滑化推進委員会の設置

　本部の融資統括部を金融円滑化統括管理部署とします。
　金融円滑化統括管理部署は、金融円滑化の適切な運用を確保するための具体
的な施策の立案、取組状況の適切性の検証を行い、金融円滑化推進委員会へ報
告するとともに必要な改善を行います。

●本部の金融円滑化統括部署の設置

●金融円滑化に係る相談窓口体制

●中小企業者及び住宅ローンご利用のお客さまへの対応

・中小企業者のお客さまからの返済条件変更等のお申込みに対する基本的な対応

　返済条件変更等に関する苦情相談を受けた場合には、その内容を可能な限り
具体的に記録し、5年間保存いたします。

　　　　　　　　　　　　　　　　（全文は、店頭又はホームページにて閲覧可能です）

・返済条件変更等に関する苦情相談の記録

　お客さまから返済条件変更等のお申込みに関するご相談をいただいた場合に
は、真摯に対応いたし、お申込みを妨げる行為やお客さまの意思に反してお申込
みを取り下げていただくような行為は行いません。当行では、各営業部店及びき
ょうぎんプラザに「金融円滑化の相談窓口」を設置し、お客さまのご相談をお受
けする体制としております。

・返済条件変更等のお申込みに対するご相談

　お客さまから口頭で返済条件変更等のお申込みがあった場合には、当行の所
定の手続きに則り、お申込みの内容を記録いたします。

・返済条件変更等の口頭でのお申込みの記録

　返済条件変更等に条件を付す場合は、可能な限り早い段階でその内容をお客
さまに提示し、十分な説明を行います。

・返済条件変更等に対する条件を付けさせていただく場合の対応

　返済条件変更等のお申込みにお応えできない場合やお客さまがお申込みを取
り下げられた場合には、その理由を可能な限り具体的に記録し、5年間保存いた
します。

・返済条件変更等のお申込みにお応えできない場合等の記録

　やむを得ず、返済条件変更等のお申込みにお応えできない場合には、これまで
のお取引及びお客さまの知識や経験等を踏まえ、お断りに至った理由を可能な
限り具体的に、かつ、丁寧に説明させていただきます。

・返済条件変更等のお申込みにお応えできない場合の対応

　住宅ローンをご利用のお客さまから返済条件変更等のお申込みをいただいた
場合には、お申込みに至った背景・事情、財産・収入の状況及び将来にわたる返
済の見通し等を勘案しつつ、できる限り、返済条件変更等に向けた取組みに努め
ます。

・住宅ローンをご利用のお客さまからの返済条件変更等のお申込みに対する基本的な対応

（全文は、店頭又はホームページにて閲覧可能です）

お　
　

客　
　

さ　
　

ま

返済条件変更等の電話相談

真摯な対応

ご相談・申込

真摯な対応

報告・協議

報　告

指　示

報告・協議
評価・改善

金
融
円
滑
化

の
相
談
窓
口

「
金
融
円
滑
化
の
電
話
相
談
窓
口
」

金
融
円
滑
化
推
進
委
員
会

取　

締　

役　

会
営
業
部
店

融
資
統
括
部

6. 金融円滑化の基本方針・体制
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■佐賀県共同募金会へ義援金贈呈

■きょうぎんビジネスクラブ講演会

　平成23年4月から2年間を対象とした第9次中期経営計画をスタートいたしま
した。「躍動」をテーマとし、「地域で一番信頼感のある銀行」、「地域で一番存在感
のある銀行」、「地域で一番活力のある銀行」の3つの一番を目指して力強く前進
することとしております。地域のお客さまの期待に応え、地域のお客さまとともに
栄えていくために、そして行員にとっても働き甲斐のある銀行にしていくために、
3つの「一番」の実現を目指し、役職員一丸となって取組んでまいります。

　当行は、平成22年2月に「ホスピタリティ宣言」を行っており、常にお客さまを
第一に考え、お客さまにご満足いただける銀行づくりを目指しております。
　「ホスピタリティ」とは「思いやり」や「心からのおもてなし」と訳されます。
　当行は、地域金融機関として様々な金融サービスを提供するだけではなく、サ
ービスの提供の仕方にこだわり、全身全霊を傾けてお客さまのことを考え、「心
からのおもてなし」を実践してまいります。

【目指す銀行像】 【経営課題】 【重点施策】

第九次中期経営計画「躍動」～3つの「一番」を目指して～
【計画期間：平成23年4月～平成25年3月（2年間）】

　経営陣による行員へのコン
プライアンスの浸透や計画的
な店舗改装等により、お客さ
ま第一主義の徹底に努めます

お客さま
第一主義の
徹底

地域で一番

のある銀行

① コンプライアンスの徹底
② お客さま満足度の向上
③ 自己資本の充実
④ 事務ミス等の防止

「信頼感」

　営業力の強化や取引先へ
のコンサルティング機能の強
化等により、収益力の強化を
図ります

収益力の
強化

地域で一番

のある銀行

① 収益基盤の確立

② 営業基盤の拡充

③ 資産内容の健全化

「存在感」

　渉外能力向上のための養成プ
ログラムの実施や外部機関の利
用によりスペシャリストを育成
し、人材育成の強化を図ります

人材育成の
強化

地域で一番

のある銀行

① 本部集合研修、OJTの強化

② 自己啓発の促進

③ 活力ある組織作り

「活　力」

7. 第 9次中期経営計画

8. ホスピタリティ

9. きょうぎんトピックス

　昨年3月11日に発生

した「東日本大震災」で

被災された方々の復興

支援に資することを目

的として、平成24年10

月23日、佐賀県共同募

金会へ義援金の寄付を

行ないました。

　この寄付金は、「がば

いよか定期預金“がん

ばろう日本”～東日本

大震災復興支援型Ⅲ～」を平成24年6月から8月に販売し、期間中にお預入

れいただいた預金に一定割合を乗じた額を東日本大震災で被災された方々

の復興支援のための寄付金として佐賀県共同募金会へ贈呈を行なったもの

です。当行は引続き復興支援に取組んでまいります。

　平成24年9月7日、き

ょうぎんビジネスクラブ

を二部構成で開催しまし

た。

　第一部では、野中税理

士事務所所長の野中義

美氏をお迎えし、「理に厳

として情に篤し～野中税

理士のなるほど税務ナー

ル～」と題して、自身の税

に対する理念や税理士の

使命に対する熱い想いも含めて講演を賜りました。

　第二部では、㈲やさい直売所マッちゃん代表取締役合瀬マツヨ氏をお迎

えし、「三瀬村に21年、マッちゃんの細腕繁盛記」と題して、田舎らしさを大

事にしつつ次々に新しい仕掛けを考え、今や1日平均2千人が訪れる「繁盛

店」となるまでの経営展開や成功の秘訣について講演を賜りました。

　当日は、オープン参加とビジネスクラブ会員の合計約60名のお客さまが

参加され、熱心に聞き入っておられました。

　きょうぎんビジネスクラブでは、セミナーやビジネスマッチング等、地域

の事業者さまのお役に立つサービスの提供に努めています。
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■当行の概要（平成24年9月30日現在）

取締役頭取

専務取締役

常務取締役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

取 締 役

常勤監査役

監 査 役

監 査 役

商 号

設 立

本店所在地

預 金

貸 出 金

店 舗 数

行 員 数

株式会社　佐賀共栄銀行

昭和24年12月

佐賀市松原四丁目2番12号

2,125億円

1,616億円

35店舗

414名

（THE SAGA KYOEI BANK,LTD.）

■役員

■株式のご案内

（平成24年10月1日現在） ■株式の状況（平成24年9月30日現在）

山本　孝之

松尾悠一郎

井手　一文

大島　英明

諸島　俊明

武藤　明彦

石井　睦哲

平松　正一

坂本　信彦

山本　　満

江崎　匡慶

（代表取締役）

（代表取締役）

発行済株式総数　　　　  22,034,500株

平成24年9月30日現在株主数 　 1,277名

・事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで

・定時株主総会 毎年6月

・配当金

・基準日
　

・株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
 三菱UFJ信託銀行株式会社

・同事務取扱場所 東京都江東区東砂七丁目10番11号
 三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

・同取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店

・公告方法 電子公告により行います。
　　　　　　　　　　　　　　　　　( http://www.kyogin.co.jp/ )
 但し、やむを得ない事由が生じたときは、
　　　　　　　　　　　　　　　　　佐賀新聞および西日本新聞に掲載致します。

　①期末配当金は毎年3月31日の最終の株主名簿に記載された株主または登録
　　株式質権者に対し、定時株主総会終了後ご指定の方法によりお支払いいたし
　　ます。
　②中間配当金をお支払いする場合は、取締役会の決議により、毎年9月30日の
　　最終の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者に対し、
　　ご指定の方法によってお支払いいたします。

　定時株主総会の基準日については3月31日といたします。その他必要があると
　きは、あらかじめ公告して定めます。

（平成24年9月30日現在）

■セブン銀行ATMの手数料

■きょうぎん教育カードローン

　当行のキャッシュカードは、佐賀
県内はもちろん全国のセブン・イレ
ブンに設置されたATMで365日、
ほぼ24時間ご利用いただけます。
また、平日の8：45～18：00は手数
料無料としており、深夜の時間帯を
除き当行ATMとほぼ同条件でご利
用いただけます。

　平成23年12月から取扱いを開
始した「きょうぎん教育カードロー
ン」は、教育資金（受験費用、入学金、
授業料等の学費等）の必要な時に、
設定した借入枠の範囲内（100万
円以上500万円以内）で繰り返しお
借入が出来ます。また、随時返済が
可能となっており、高い利便性を有
しております。
　なお、本商品はインターネットや
FAXを利用して、24時間お申込み
が可能となっております。

詳しくは当行ホームページ、パンフレットをご覧になられるか、最寄の店頭窓口までお尋ね下さい。

■きょうぎん法人ＷＥＢサービス

　当行では、オフィスにいながら、
口座の預金残高や入出金の状況を
確認できる法人ＷＥＢサービスをご
用意しております。きょうぎん本支
店宛の振込・振替はもちろんのこと、
他金融機関への振込等が行えて、経
理事務の省力化が図れます。
　契約されたお客さまには、初年
度年間基本料を無料とするなど、随
時キャンペーンも行っております。

10. 商品のご案内 11. 当行の概要、役員・株式のご案内
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